
平成２６年６月１９日 

埼玉県上尾市上２９８番地の１ 

株 式 会 社 Ｌ Ｉ Ｘ Ｉ Ｌ ビ バ 

貸　借　対　照　表　
（平成２６年３月３１日現在） 

（単位：百万円） 

金　　額 科　　目 金　　額 

（負債の部） 

流動資産 45,005 流動負債 59,887 

現金及び預金 5,928 支払手形 4 

売掛金 2,931 買掛金 32,049 

商品 32,120 短期借入金 7,757 

短期建築協力金 779 一年内返済予定の長期借入金 6,000 

未収金 734 未払金 4,251 

繰延税金資産 675 未払費用 3,801 

その他 1,847 未払法人税等 1,784 

貸倒引当金 △ 11 未払事業税 387 

固定資産 77,418 未払消費税等 525 

有形固定資産 53,079 賞与引当金 721 

建物 40,779 ポイント引当金 311 

構築物 3,749 その他 2,292 

土地 6,318 固定負債 33,673 

建設仮勘定 123 長期借入金 25,000 

その他 2,109 預り保証金 6,265 

無形固定資産 2,524 退職給付引当金 97 

借地権 1,928 その他 2,310 

その他 595 負債合計 93,560 

投資その他の資産 21,814 （純資産の部） 

投資有価証券 66 株主資本 28,770 

子会社株式 1,441 資本金 20,000 

長期貸付金 2,434 利益剰余金 8,770 

長期前払費用 1,534 利益準備金 705 

差入保証金 10,056 その他利益剰余金 8,065 

長期建築協力金 4,454 繰越利益剰余金 8,065 

店舗賃借仮勘定 1,267 評価・換算差額等 92 

繰延税金資産 452 その他有価証券評価差額金 23 

その他の投資 250 繰延ヘッジ損益 68 

貸倒引当金 △ 144 純資産合計 28,863 

122,423 負債・純資産合計 122,423 

科　　目 

（資産の部） 

資産合計 

第２２期   決 算 公 告



損　益　計　算　書 
（自平成２５年４月１日  至平成２６年３月３１日） 

（単位：百万円） 

科　　目 金　 　額 

売上高 166,987 

売上原価 116,069 

売上総利益 50,918 

その他の営業収入 

賃貸料 6,061 

その他 544 6,605 

営業総利益 57,523 

販売費及び一般管理費 51,836 

営業利益 5,687 

営業外収益 

受取利息 144 

その他 299 444 

営業外費用 

支払利息 473 

その他 159 633 

経常利益 5,498 

特別利益 

固定資産売却益 9 

その他 0 9 

特別損失 

固定資産売却･除却損 14 

減損損失 366 

その他 61 442 

税引前当期純利益 5,065 

法人税、住民税及び事業税 2,350 

法人税等調整額 △ 300 2,049 

当期純利益 3,016



１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２．貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記は、会社法及び会社計算規則に基づき記載しております。 

３．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

子会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

②棚卸資産の評価基準及び評価方法 

③デリバティブの評価基準及び評価方法 

(2)固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 建物（建物附属設備を除く） 

定額法 

建物以外 

定率法 

②無形固定資産（リース資産を除く） 定額法 

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産 

④長期前払費用 均等償却 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ 
り処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており 
ます。なお、リ－ス取引開始日が｢リース取引に関する会計基準｣（企業 
会計基準第１３号（平成５年６月１７日（企業会計審議会第一部会）、 
平成１９年３月３０日改正））の適用初年度開始前のリース取引につい 
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま 
す。 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切 
下げの方法により算定）によっております。ただし、一品目ごとの受払 
管理が困難な一部商品（園芸生花等）は「企業会計原則と関係諸法令と 
の調整に関する連続意見書」第四による売価還元平均原価法によってお 
ります。 

時価法によっております。



(3)引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

②賞与引当金 

③ポイント引当金 

④退職給付引当金 

（会計方針の変更） 

退職給付に関する会計基準等の適用

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第２６号平成２４年５月１７日。以下、「退職給付会計基準」という。） 

及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２５号平成２４年５月１７日）が平成２５年４月 

１日以後開始する事業年度の期首から適用できることになったことに伴い、当事業年度よりこれらの会計基準等を適用し、 

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付引当金として計上する方法に変更いたしました。また、退職給付債 

務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するととも 

に、割引率の算定方法を変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第３７項に定める経過的な扱いに従って、退職給付債務及び勤 

務費用の計算方法の変更に伴う影響額を当事業年度の期首の繰越利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の繰越利益剰余金が９百万円減少しております。また、この改正による当事業年度の損益に 

与える影響は軽微であります。 

（追加情報） 

役員退職慰労金制度の廃止

　平成２４年９月４日開催の取締役会において、役員退職慰労金制度を平成２５年６月１４日開催の定時株主総会終結の時 

をもって廃止することを決議しました。また平成２５年６月１４日開催の定時株主総会において、これまでの在任期間の応 

じた役員退職慰労金を各役員の退任時に支給することが決議されました。これにより、「役員退職慰労金引当金」を長期未 

払金に振り替え、固定負債の「その他」として表示しております。 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率 
に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検 
討し、回収不能見込額を計上しております。 

従業員に対する賞与等の支払に備えるため、主として支給見込額基準に 
よる見積額を計上しております。 

販売促進を目的とするポイント制度による将来のポイント利用に備える 
ため、過去の実績に基づき、将来使用されると見込まれる金額を計上し 
ております。 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務見込額及 
び年金資産の当期末残高に基づき、当期末において発生していると認め 
られる額を計上しております。また、過去勤務債務および数理計算上の 
差異は、その発生時の損益として処理しております。 
なお、一部従業員については、参与退職金規定に基づく期末要支給見込 
額を計上しております。



(4)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引 

ヘッジ対象 外貨建取引 

③ヘッジ方針 為替変動に起因するリスクを管理することを目的としております。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

(5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

①消費税等の会計処理 税抜方式で行なっております。 

(6)追加情報 

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」が平成２６年３月３１日に公布され、平成２６年４月１日以後に開始する事業年度 

から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実 

効税率は、平成２６年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の３７．７６％から３５． 

３８％になります。 

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は４７百万円減少し、法人税等調整 

額が４９百万円増加しております。 

４．貸借対照表に関する注記 

４－１．有形固定資産の減価償却累計額 円 

４－２．保証債務 

融資斡旋制度による従業員の借入に対する保証債務 9百万 円 

４－３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 

短期金銭債務 円 

４－４．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務 

金銭債務 46百万 円 

５．損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

売上高 円 

その他の営業収入 円 

一般管理費 円 

33百万 

0百万 

158百万 

ヘッジ対象の為替変動によるキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段の 
キャッシュ・フロー変動の間に高い相関関係があることを認識し、有効 
性の評価としております。 

25,575百万 

3,909百万



６．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減損会計及び賞与引当金の否認等であり、建設協力金に関する金融商品会計 

適用に伴う調整額等を控除しております。 

７．リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、陳列用設備、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス 

・リース契約により使用しております。 

８．関連当事者との取引に関する注記 

①親会社 

属性 
議決権等の 
被所有割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
（百万円） 

親会社 直接100% 経営指導 経営分担金の 
支払 

370 

（注） 経営分担金の取引条件は、売上高及び従業員数に基づき計算した金額であります。 

②子会社 

属性 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
（百万円） 

賃料の支払 309 

賃料の支払 924 

賃料の支払 1,146 

賃料の支払 1,150 

（注） 店舗の賃借は、近隣相場等を参考にして同等の価格によっております。 

③兄弟会社等 

属性 
議決権等の所有 
（被所有）割合 

関連当事者 
との関係 取引の内容 

取引金額 
（百万円） 

- 

- 

利息の支払 449 
210 

（注） 資金の借入及び支払債務の譲渡取引の取引金額については、決済取引でありかつ金額が多額であるため記載して 
おりません。なお、金融取引条件は、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 
事務所の賃貸は、近隣相場等を参考にして同等の価格によっております。 

９．１株当たり情報に関する注記 
１株当たり純資産額 円80銭 
１株当たり当期純利益 円11銭 

親会社の 
子会社 

- 

未払費用 

- 
- - 

子会社 ㈲スーパービバア 
セット 

直接100% 
店舗の 
賃借 

親会社の 
子会社 

㈱ＬＩＸＩＬ 事務所の 
賃貸 

賃料の受取 - 

資金管理 
業務委託 

2,394 

長期借入金 
6,000 

未払費用 758

19 

子会社 

子会社 ㈲スーパービバア 
セット三郷 

直接100% 

直接100% 

子会社 ㈲スーパービバア 
セット大井町 

資金の借入 

直接100% 

7,540 

- 

短期借入金 

72,157 

その他流動負債 

- 

科目 

支払手形 

- 

期末残高 
（百万円） 

未払費用 33 

科目 
期末残高 
（百万円） 

- 
- 
- 

- 

39 

期末残高 
（百万円） 

4 
17,351 

25,000 

7,757 ＬＩＸＩＬグルー 
プファイナンス㈱ 

会社等の名称 

一年内返済予定の長期借入金 

買掛金 
未払金 

- 

- 

店舗の 
賃借 

支払債務の譲 
渡 

店舗の 
賃借 

- 

会社等の名称 

会社等の名称 

㈱ＬＩＸＩＬグ 
ループ 

㈲スーパービバア 
セット習志野 

店舗の 
賃借 

科目 

-


